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■創業外国人材（スタートアップビザ） 計画認定申請■創業外国人材（スタートアップビザ）
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提案の背景

・神奈川県では経営・管理ビザによる在留者が増加。

・スタートアップビザを活用して、有望な外国人起業家の
起業を支援したい。

支援体制

効 果

・外国人起業家を呼び込み、起業、成長を促していくことで、県経済に
好影響を及ぼすことができる。



①職業能力開発短期大学校への外国人材の受入れ①職業能力開発短期大学校への外国人材の受入れ
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【準ずる訓練のデメリット】
・正規訓練課程の卒業資格は得ら
れない
・修了時の技能照査の受験資格が
なく｢技能士補｣になれない
・技能検定の受験資格である経験
年数が緩和されない
（正規3年↔｢準ずる｣7年）

規制の所在

規制緩和提案

実現後の効果

提案の背景

・中小企業では、専門能力を持った人材の不足が深刻化している。

職業能力開発促進法 第92条

・職業能力開発短期大学校の正規訓練課程へ外国人材を受入れで
きるよう規制緩和する。

・中小製造業の「ものづくりの担い手」として活躍。
・中小企業の国際競争力の向上及び持続的発展に資する。
・日本で習得したオペーレーションを海外工場等で実践すること
により、生産管理の効率化等に貢献。

中小企業

実践技術者

正規訓練課程

神奈川県立産業技術短期大学校で
実践技術者を養成

準ずる訓練

外国人日本人のみ

実践技術者

｢専門能力を持った人材｣不足が深刻 設計技術者
システムエンジニア
プログラマ等

【準ずる訓練のデメリット】
・正規訓練課程の卒業資格は得ら
れない
・修了時の技能照査の受験資格が
なく｢技能士補｣になれない
・技能検定の受検資格である経験
年数が緩和されない
（正規3年↔｢準ずる｣7年）

新規提案

在留資格「留学」の者は正規訓練課程に準ずる訓練しか受けら
れない。

⇒同校の正規訓練課程に外国人材を受入れ、実践技術者へと養
成することで、専門能力を持った人材の不足に対応する。

⇒職業能力開発短期大学校で、実践技術者を養成。
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②新薬開発の加速化のための包括許可制度の創設②新薬開発の加速化のための包括許可制度の創設 新規提案

Ａ社 Ｂ社 Ｃ社包括許可

開発期間が短縮実現後

規制の所在

麻薬及び向精神薬取締法 第24条第10項
（麻薬の譲り渡しには厚生労働大臣の許可が必要）

Ａ社 Ｂ社 Ｃ社

現行制度
許可手続 許可手続

２か月 ２か月

規制緩和提案

・開発期間を短縮させるため、共同研究開発計画に包括的に許可を与え、
都度の許可を不要とする規制緩和。

研究計画（想定）

・麻薬研究施設を「湘南ヘルスイノベーションパーク」とし、
同施設内の各社で実施される共同研究開発を対象とする

都度の許可を不要とする

共同研究開発計画を
包括的に許可する

現行法に基づき規制薬剤を
適正に管理する

提案の背景

・専門技術を持つベンチャー企業との共同研究開発が主流に

・現行制度は共同開発を想定しておらず、許可手続が増加

・開発期間が長期化し、国際競争に出遅れる



新規提案

規制緩和提案

輸出物

③創薬における重水素化合物の輸出規制の緩和③創薬における重水素化合物の輸出規制の緩和

提案の背景

・医薬品の開発は海外での治験が主流

・治験において重水素化合物を用いることがグローバルスタンダード

・現行制度は、目的を問わず、重水素化合物の輸出が一律で規制されている

・輸出手続のため速やかな海外治験が阻害され、国際競争に出遅れる

Deuterium , heavy water(deuterium oxide), and any other deuterium

医薬品の効果分析に用いる重水素化合物（標識剤）

・開発中新薬と同時に輸出される
・開発中新薬の水素原子が重水素原子に置換されている
・輸出量は200mg程度と極微量

規制対象外であることは明白

重水

1t

= 重水素原子
200kg

標識剤

200mg

= 重水素原子
3.9mg

5,128万本

規制量

NSGガイドラインでは、年間200kgの輸出規制（原子炉用途の重水1t分）。
これは創薬用途の標識剤5,128万本分にあたる。

※原子炉で用いるには、この
100倍以上の量が必要

compound for use in a nuclear reactor

第48条：国際的な平和及び安全の維持を妨げることと
なると認められるものの輸出は大臣許可が必要

別表第一 ２（３）重水素又は重水素化合物

外国為替及び外国貿易法

輸出貿易管理令

原子炉用途

NSGガイドライン

国際平和を脅かす物質

規制の所在

・国際競争力の強化のため、規制趣旨に該当しない、創薬目的の輸出について規制緩和する。
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一律に規制

※核拡散防止を目的とした、原子力供給国で作るグループが定めるガイドライン




